
　交通サービスを提供する交通事業者は、
札幌市総合交通計画の実現を担う重要な
主役です。
　誰もが安心・快適に利用できる公共交通
の実現を目指し、利便性の高い公共交通
サービスの提供を行う必要があります。

協働の取り組み

モニタリング指標・目標

　市民の暮らし、地域経済、環境の保
護という公益の実現に向け、長期的
視点に立った計画を立案し、市民や
交通事業者と共有するとともに、市民
・企業、交通事業者と協力して計画を
実現することが必要です。

　交通行動の実際の主体となる
のは、市民一人一人や個々の企業
です。「公共交通の維持」や「地球
温暖化対策」など、社会の一員と
して自らの行動が社会全体の利
益につながるという高い意識を
もって行動する必要があります。

　計画の推進には行政機関だけではな
く、交通行動の主体となる市民・企業
や、交通サービスを提供する交通事業者
の協力が必要です。

（※13）バリアフリー化に関する事業を重点的、一体的に実施することを目指すために、地域の核となる拠点や乗降客数が5000人/日以上のJR・地下鉄駅を中心に指定した地区。

（※13）

　施策パッケージごとに、以下に示すモニタリング指標で施策の効果を検証しながら、目標の実現を目指していきます。



進 行 管 理

策定委員会（学識者、市民、関係団体、交通事業者、関係行政機関）

行政機関、交通事業者、市民が協働して取り組みを推進

札幌市が調査

必要に応じて、学識者と計画見直しの検討

札幌市、関係行政機関、交通事業者

　計画策定後も定期的に進捗状況や効果検証を行い、状況に応じて計画の見直しを行います。（PDCAサイクル）

市民や関係機関等による策定委員会で計画
づくりを行います。

行政機関、市民・企業、交通事業者が連携・
分担して施策を実施します。

施策パッケージに対応した指標で効果検証し、
社会情勢等も踏まえて、計画の評価を行います。

効果検証や評価を踏まえて、必要に応じて
計画の見直しを行います。


